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論 文 内 容 の 要 旨 
【目的】 
 悪性耳下腺腫瘍はまれな悪性新生物であり組織型に富んでいる。そのため各組織型の症例が少なく
それぞれについての予後因子の解析は難しい。術後放射線治療は再発率を低下させると報告されてお
り、本研究では術後放射線治療を施行した症例の悪性度分類により予後因子の解析を試みた。 
【対象】 
2000 年から 2013 年に当院で悪性耳下腺腫瘍に対して術後放射線治療を施行された 27 例。 
【方法】 
2005 年度 WHO 分類に基づき悪性耳下腺腫瘍を低悪性度(2 例)・中悪性度(8 例)・高悪性度(17 例)の
3 群で検討を行った。そのほか臨床病期、Ｔ因子、リンパ節転移、切除断端、照射線量についても解
析を行った。 
術後放射線治療は、腫瘍床かつ/または頸部リンパ節領域に対して 46-60Gy(中央値 56Gy)の照射を行
った。また術後化学療法は高悪性度もしくは再発リスクの高い症例について施行された。 
【結果】 
観察期間中央値は 41 ヶ月(5-153 ヶ月)で、全生存率は 1 年、3 年、5 年がそれぞれ 93%、81%、75%
であった。2 例に局所再発が認められ、3 年および 5 年の局所制御率はそれぞれ 96%、89%であった。
遠隔転移は 7 例にみられた。いずれも高悪性度群からの発生であった。5 年生存率および局所制御率
に関しては、低・中悪性度群と高悪性度群間で有意差がみられた。そのほかの因子については有意差
が認められなかった。 
【結論】 
悪性耳下腺腫瘍に対する術後放射線治療により良好な局所制御率を得ることができた。しかし、高悪
性度群に関しては局所再発および遠隔転移の可能性が高くなるため、同症例については化学療法など
の全身療法の検討が必要と考えられた。 
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
本研究は、まれな悪性耳下腺腫瘍に対する術後放射線治療を施行した症例を悪性度分類することによ
り予後因子を後方視的に検討したものである。 
悪性耳下腺腫瘍はまれな悪性新生物であり組織型に富んでいる。そのため各組織型の症例が少なくそ
れぞれについての予後因子の解析は難しいとされる。 
対象は、2000 年から 2013 年に当院で悪性耳下腺腫瘍に対して術後放射線治療を施行された 27 例
とした。 
方法は、2005 年度 WHO 分類に基づき悪性耳下腺腫瘍を低悪性度(2 例)・中悪性度(8 例)・高悪性
度(17 例)の 3 群で検討を行った。そのほか臨床病期、Ｔ因子、リンパ節転移、切除断端、照射線量
についても解析を行った。 
術後放射線治療は、腫瘍床かつ/または頸部リンパ節領域に対して 46-60 Gy(中央値 56 Gy)の照射を
行った。また術後化学療法は高悪性度もしくは再発リスクの高い症例について施行された。 
結果は、観察期間中央値は 41 ヶ月(5-153 ヶ月)で、全生存率は 1 年、3 年、5 年がそれぞれ 93%、
81%、75%であった。2 例に局所再発が認められ、3 年および 5 年の局所制御率はそれぞれ 96%、89%
であった。遠隔転移は 7 例にみられた。いずれも高悪性度群からの発生であった。5 年生存率および
局所制御率に関しては、低・中悪性度群と高悪性度群間で有意差がみられた。そのほかの因子につい
ては有意差が認められなかった。 
結論として、悪性耳下腺腫瘍に対する術後放射線治療により良好な局所制御率を得ることができた。
しかし、高悪性度群に関しては局所再発および遠隔転移の可能性が高くなるため、同症例については
化学療法などの全身療法の検討が必要と考えられた。 
  以上の研究結果は、悪性耳下腺腫瘍の治療戦略に関して、臨床的に有用なデータを示している。
よって、本研究は博士（医学）の学位を授与されるに値するものと判定された。 
